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携帯電話の基地局情報を活用したモバイル空間統計は，人口分布の経時的変化に関する詳細な情報を有

するため，自然災害をはじめとした非常時における人々の適応行動の把握に有用なデータといえる．一方，

モバイル空間統計は，様々な理由で流入・流出した人が混在する集計データであるため，滞在人口の変動

要因が不明瞭な点が問題として残る．そこで本研究では，独立成分分析を用いて人口変動要因の把握を試

みる．具体的には，2014年 8月の広島土砂災害を対象に，災害発生後に生じたであろう，異なる要因に起

因する（直接観測されない）人口推移パターン（避難による人口の増減，救援による人口の増減など）を

独立成分分析により復元した．分析の結果，独立成分分析により，概ね妥当な解釈が可能な変動要因別人

口推移パターンを抽出できることを確認した． 
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1. はじめに 

 

国や地方自治体の施策立案に用いられる基本的な人口

統計データとして，国勢調査や住民基本台帳がある．こ

れらの人口統計は，住民の常住地に基づく常住人口 (夜

間人口)である．一方，災害発生後の避難行動の把握と

いった人々の「動き」や，ある時間断面における実際の

滞在者数（現在人口）については，既存の人口統計から

推測することは難しく，例えば避難者に避難時の行動を

尋ねるアンケート調査を実施し滞在場所の情報を取得す

る必要があった 1), 2), 3), 4), 5), 6), 7)． しかしながら，アンケート

調査やヒアリング調査といった回顧式の調査は，被災者

の負担の増加やデータの精度面での問題が残る． 

近年，携帯電話の基地局情報に基づく人口推計データ

が利用できるようになり（現時点では株式会社 NTT ド

コモが提供するモバイル空間統計が利用可能），推計値

ではあるものの， 1時間毎の現在人口の経時的変化を把

握することが可能となった．このような人口分布の経時

変化を詳細に捉えたデータは，平常時だけではなく，災

害などの非常時における人々の行動を把握する上でも有

用と考えられる．例えば，災害発生直後の避難行動の把

握や，その後の復旧・復興過程の把握に利用できる可能

性がある． 

一方，モバイル空間統計は，対象メッシュへ様々な理

由で流入・流出した人が混在する集計値データであるた

め，滞在人口の変動要因が不明瞭な点が問題として残る．

この秘匿処理した集計ビッグデータから，現在人口の変

動要因を把握する手法の開発が今求められている． 

以上の背景を踏まえ，本研究では，独立成分分析を用

いて人口変動要因の把握を試みる．具体的には，2014年

8 月の広島土砂災害を対象に，災害発生後に生じたであ

ろう，異なる要因に起因する（直接観測されない）人口

推移パターン（避難による人口の増減，救援による人口

の増減など）を独立成分分析により復元する． 

 

 

2. 広島土砂災害（2014年 8月） 

 

 2014年8月20日の午前3:00から午前4:00頃にかけて，

局所的な集中豪雨により広島市安佐南区および安佐北区
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において，107件の土石流災害と 59件のがけ崩れ災害が

発生し，死者74名，負傷者69名，最高で2,354名の避難

者を出す人的被害が発生した 8)．とりわけ緑井地区，八

木地区においては，宅地開発が山地付近にまで拡大して

いたこともあり，大きな被害があった（図-1）． 

 

 

図-1 土砂災害発生箇所と死者数 8) 

 

 

図-2 メッシュ番号と土砂災害発生箇所 

 

 

3. データの概要 

 

以下の分析では，甚大な被害のあった緑井地区・八木

地区を中心とした 24 メッシュ(500m×500m)について，

2014年 7月 1日から 2015年 2月 28日までのモバイル空

間統計のデータを使用し，人口分布の経時変化について

分析する．分析エリアを図-2に示す． 

今回利用するデータには，1 時間毎の性別，年代別，

居住地別の人口分布データが格納されているが，以降の

分析では居住地情報のみ利用する．居住地情報に基づき，

以降，対象エリア内（緑井，八木，八木町，川内，可部

南，落合，口田，真亀地区）の住民を「域内」，それ以

外の住民を「域外」と呼ぶこととする．なお，住民か否

かの判断は，携帯電話契約者の居住地情報に基づいてい

るため，実際の居住地とは異なる可能性がある． 

 

 

4. 分析方法 

 

本研究では，変動要因別の人口推移パターンを復元す

ることを目的に独立成分分析 9), 10)を適用する．具体的に

は，独立成分分析によって得られた原系列に対し数量化

1 類を適用することより影響要因を抽出し，変動の原因

について考察を加えることにより，人口推移パターンを

把握する．以下，独立成分分析について簡単に説明した

後，適用した数量化 1類に用いた変数について述べる． 

 

（1）独立成分分析 

本研究では，独立成分分析の結果得られる独立成分が，

変動要因別人口推移パターンの原系列を表すとの考えの

下，分析を進める．p 個の変動要因別人口推移パターン

𝒔の集計量として観測人口メッシュデータ𝒙が観測され

る場合を考える．具体的には，各メッシュにおける観測

人口を𝒙 = (𝑥1(𝑡), 𝑥2(𝑡), ⋯ , 𝑥𝑝(𝑡))
𝑇

(𝑻は転置操作)，原

系列を𝒔 = (𝑠1(𝑡), 𝑠2(𝑡), ⋯ , 𝑠𝑝(𝑡))
𝑇

，未知係数で定義さ

れる混合行列を𝑨 (𝑝×𝑝行列)とすると，以下の関係式が

成立する． 

 

 𝒙 = 𝑨𝒔 (1) 

 

ここで混合行列𝑨および原系列𝐬は未知であるため，

適切な仮定を置き，独立成分および混合行列を推定する

必要がある．独立成分分析では，多くの場合，変数の白

色化，中心化に加えて，①原系列の独立性（i.e., 同時確

率密度関数𝑃(𝑠1, 𝑠2, … , 𝑠𝑝) = 𝑃1(𝑠1)𝑃2(𝑠2) ⋯ 𝑃(𝑠𝑝)），

②原系列は非ガウス分布に従う，という仮定を置き，混

合行列𝑨および原系列𝐬が推定される．②の仮定は，直

感的には「独立な確率変数の和の分布はガウス分布に近

づく」という中心極限定理から導かれる仮定である．具

体的には，①の仮定が正しいとすれば，ガウス分布から

遠ざかるように（すなわち非ガウス性を最大化するよう

に）独立成分を定めてやれば，元の互いに独立な原系列

が復元できる，という考えに基づく．非ガウス性の最大

化を行うための尺度として，尖度やネゲントロピーが存

在するが，尖度は外れ値に対してロバストではない等の

指摘はなされている 9)ことから，本研究ではネゲントロ
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ピーを用いる．なお，モデルの推定は R パッケージ

FastICAを利用した． 

今回の実証分析では，24 個のメッシュが存在し，ま

た，各メッシュにおいて域内と域外の 2系列のデータが

存在するため，計 48 メッシュの観測データを使用する． 

 

（2）数量化１類 

独立成分分析で得られた独立成分�̂�𝑖を目的変数として，

ダミー変数(週と曜日と時間)を説明変数として回帰分析

をしている．なお，未知パラメータ𝛽𝑤，𝛽𝑙，𝛽ℎ，週ダ

ミー𝑥𝑖𝑤，曜日ダミー𝑥𝑖𝑙，時間ダミー𝑥𝑖ℎ，誤差項

𝜀𝑖~𝑁(0, 𝜎𝑖
2)，原系列𝑖 = 1,2, ⋯ ,7である． 

�̂�𝑖 = ∑ 𝛽𝑤

34

𝑤=1

𝑥𝑖𝑤(週ダミー) + ∑ 𝛽𝑙

6

𝑙=1

𝑥𝑖𝑙(曜日ダミー)

+ ∑ 𝛽ℎ

23

ℎ=1

𝑥𝑖ℎ(時間ダミー) + 𝜀𝑖  (2) 

 

表-1 回帰分析での目的変数と説明変数 

目的変数 独立成分�̂�𝑖(𝑖 = 1,2, ⋯ ,7) 

説明変数 

週ダミー：1週間毎のダミー 

曜日ダミー：日曜，月曜，火曜，木曜， 

金曜，土曜のダミー 

時間ダミー：0:00，1:00，3:00，4:00， 

5:00，6:00，7:00，8:00， 

9:00，10:00，11:00，12:00， 

13:00，14:00，15:00，16:00， 

17:00，18:00，19:00，20:00， 

21:00，22:00，23:00)のダミー 

 

 

5. 分析結果 

 

以下，独立成分分析，数量化 1類の分析結果をまとめ

る．表-2にそれぞれの独立成分の解釈，図-3に回帰分析

の結果より算出した各変数群の分散への寄与率，図-4～

45 に独立成分分析の結果，および，回帰分析の結果を

整理する． 

まず�̂�1については，曜日単位の周期的な変動成分が強

く効いている成分であることが確認でき(図-6)，特に土

曜・日曜が大きな負の値を示している(図-8)．曜日に次

いで，時間帯による変動も確認され，10:00から 20:00の

間で負の値をとる独立成分といえる(図-9)．さらに，商

業施設が集まるメッシュ 13，14，17，18，22，23におい

て域外からの来訪者が増加していることから(図-5)，買

い物目的の来訪者の行動を捉えた独立成分であることが

想定される．Kitamura and Van Der Hoorn11)は，オランダの

パネルデータを用いて 1週間の行動パターンを明らかに

している．買い物トリップは土曜に多くなる傾向(オラ

ンダでは，多くの店が日曜を休業日としていることもあ

り，日曜の買い物トリップは少ない傾向)を明らかにし

ており，今回の分析結果は Kitamura and Van Der Hoornと

整合的といえる．以上より，独立成分�̂�1は，買い物によ

る移動の原系列を示していると解釈する． 

 �̂�2は，10月中旬に正から負に転じる独立成分であるこ

とが確認できる(図-12)．また，域内𝑎2はメッシュ 8，10，

11，12，15，18，19，24 において大きな正の値，メッシ

ュ 6，9，13，14において大きな負の値を示している(図-

10)が，このような移動に該当する人口変動要因は見当

たらなかった．原因として，携帯電話基地局の新設等の

要因によって滞在メッシュがずれた等の要因が考えられ

るが，原因は不明であり，ここでは�̂�2は解釈が難しい独

立成分となった． 

 �̂�3は，8/20～9/1の期間において大きな正の値を示す独

立成分である(図-18)．また，域内𝑎3を参照すると，メッ

シュ 5，8，9，12，13，14，17，18，22 といった土砂災

害発生箇所付近のメッシュにおいて負になり，メッシュ

1，2，3，4，6，7，10，11，15，19，23，24 が正となっ

ていることから(図-16)，被災箇所から離れた場所への人

口移動が見られる．一方，域外𝑎3を参照すると，特に

メッシュ18において正となっている(図-17)．これは，メ

ッシュ 18 に位置する梅林小学校が土砂災害の救助・復

旧・復興の起点として使用されていた 8)ことに起因する

と考えられる．以上を踏まえ，�̂�3は，被災箇所からの避

難(避難所以外への避難)，及び土砂災害の救助・復旧・

復興の起点として，梅林小学校付近が使用されていたこ

とを示す独立成分と解釈できる． 

 �̂�4は，お盆，土砂災害後及び正月を除き，周期的な成

分で構成されていることが確認できる(図-24)．また，域

内𝑎4は全域で負(図-22)，域外𝑎4は正を示しているメッシ

ュが多数見られる(図-23)．また，時間による寄与率が大

きいことが確認でき(図-3)，6:00から増加し 13:00頃にピ

ークを迎え，その後減少することがわかる(図-27)．また，

回帰分析(曜日)より，土曜・日曜が大きな負の値を示し

ており，平日と休日の行動パターンの違いを示している

(図-26)．以上を踏まえ，�̂�4は，住民が日中に通勤・通学

のため外出し，夕方・夜に自宅に戻っている様子を示す

独立成分と解釈する． 

�̂�5は，8/20から 9月後半にかけて負の値を示すことが

確認できる(図-30)．域内𝑎5は特にメッシュ18が負となっ

ている一方(図-28)，域外𝑎5はメッシュ全域において負と

なっていることがわかる(図-29)．これは，梅林小学校が

避難所として使用されていたこと 8)，救助・復旧・復興

のための県外からの多数の来訪者がいたこと 8)により，

特にメッシュ 18 に人口が集中しているものと推察され

る．以上を踏まえ，被災箇所以外のメッシュへ避難(避
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難所への避難)，救助・復旧・復興活動を示す独立成分

と解釈する． 

�̂�6は，8/20頃に負に転じ，11/1頃に 0付近で安定する

独立成分である(図-36)．域内𝑎6はメッシュ18，22，23以

外において特に大きな正の値を示している(図-34)．また，

週ダミー・時間ダミーによる寄与率が高いことが把握で

きる(図-3)．以上を踏まえ，�̂�6は，土砂災害後の住民が

避難所等から戻ってくる様子ならびに土砂災害前の水準

に人口が戻っていない様子を反映している独立成分と解

釈する． 

 �̂�7は 8/20後にわずかに正に転じているが，すぐに災害

前に戻る独立成分であることが確認できる(図-42)．また，

週ダミー・時間ダミーによる寄与率が高い(図-3)．さら

に，域外𝑎7にてメッシュ13，14，18，22，23が大きな正

となっている(図-41)．以上を踏まえ，�̂�7は，短期的な救

助・復旧活動を示す独立成分と解釈する． 

 以上の結果をまとめると，表-2に示すように，独立成

分分析により，概ね妥当な解釈が可能な変動要因別人口

推移パターンを抽出できることを確認した．また，災害

後の避難行動を避難所への避難／避難所以外への避難に

分解できる可能性があること，短期的な避難行動と長期

的な復旧・復興過程を峻別できる可能性があること等，

災害発生直後の避難計画やその後の復旧・復興過程に有

用と思われる情報が抽出できることを確認した． 

 

表-2 独立成分の解釈一覧 

独立

成分 
独立成分の解釈 

�̂�1 ・買い物による移動 

�̂�2 ・解釈が難しい 

�̂�3 

・被災箇所以外のメッシュへ避難 

(避難所へ避難しない) 

・救助・復旧・復興活動 

�̂�4 ・通勤・通学 

�̂�5 

・被災箇所以外のメッシュへ避難 

(避難所へ避難する) 

・救助・復旧・復興活動 

�̂�6 ・住民が日常生活に戻るまでの長期的推移 

�̂�7 ・救助・復旧・復興活動 

 

   

図-3 各変数郡の分散への寄与率 

  

図-4 域内𝑎1の推定結果  図-5 域外𝑎1の推定結果 

 

 

図-6 �̂�1の推定結果 

 

 

図-7 回帰分析(週) 

 

 

図-8 回帰分析(曜日) 

 

 

図-9 回帰分析(時間) 

 

 

 

�̂�1 

�̂�2 

�̂�3 

�̂�4 

�̂�5 

�̂�6 

�̂�7 
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図-10 域内𝑎2の推定結果  図-11 域外𝑎2の推定結果 

 

 

図-12 �̂�2の推定結果 

 

 

図-13 回帰分析(週) 

 

 

図-14 回帰分析(曜日) 

 

 

図-15 回帰分析(時間) 

 

 

 

  

図-16 域内𝑎3の推定結果  図-17 域外𝑎3の推定結果 

 

 

図-18 �̂�3の推定結果 

 

 

図-19 回帰分析(週) 

 

 

図-20 回帰分析(曜日) 

 

 

図-21 回帰分析(時間) 
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図-22 域内𝑎4の推定結果  図-23 域外𝑎4の推定結果 

 

 

図-24 �̂�4の推定結果 

 

 

図-25 回帰分析(週) 

 

 

図-26 回帰分析(曜日) 

 

 

図-27 回帰分析(時間) 

 

 

 

  

図-28 域内𝑎5の推定結果   図-29 域外𝑎5の推定結果 

 

 

図-30 �̂�5の推定結果 

 

 

図-31 回帰分析(週) 

 

 

図-32 回帰分析(曜日) 

 

 

図-33 回帰分析(時間) 
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図-34 域内𝑎6の推定結果  図-35 域外𝑎6の推定結果 

 

 

図-36 �̂�6の推定結果 

 

 

図-37 回帰分析(週) 

 

 

図-38 回帰分析(曜日) 

 

 

図-39 回帰分析(時間) 

 

 

 

  

図-40 域内𝑎7の推定結果   図-41 域外𝑎7の推定結果 

 

 

図-42 �̂�7の推定結果 

 

 

図-43 回帰分析(週) 

 

 

図-44 回帰分析(曜日) 

 

 

図-45 回帰分析(時間) 
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6. おわりに 

 

 本研究では，2014年 8月の広島土砂災害を対象に，災

害発生後に生じたであろう変動要因別人口推移パターン

を，独立成分分析により抽出することを試みた．分析の

結果，推定した独立成分に考察を加えることにより，異

なる要因に起因する人口推移パターンの考察が可能とな

ることを確認した．今回の分析ではメッシュ数の制限や

細分化されたデータの欠損の関係上，年代別，性別の違

いを考慮できていないものの，人口の多い地域であれば

年代別，性別の分析を行うことも可能である．また，本

研究では比較的広く利用されている FastICA アルゴリズ

ムに基づく独立成分分析を適用したが，それ以外にも

様々なアルゴリズムが提案されており 10)，今後，方法論

の比較分析も実施する必要がある．  
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